
『平成１８年度施策実施状況調書』

事業名 １６年度

項目

項目

　中期経営目標の達成に向けた進捗状況を把握するため、各年度の業績評価を行っており、平成１６
年度の業績評価について、平成１７年７月２８認知、郵政行政審議会に諮問の上、同年８月３日、適当
との答申を得、日本郵政公社に通知し、報道発表を行った。

　(業務改善への取組状況）

情報提供等
を主とするも
の､その他

１９６百万円（１７件）

郵政事
業の制
度等の
企画立
案に必
要な調
査・研究
等

郵政事業の制度等の企画立案に資す
るため、必要な調査・研究等を実施。

郵政事
業に係
る制度
の企画
立案の
状況

概　　　　要

　新たな万国郵便条約（平成１８年１月１日発効）の締結に伴い、郵便料金計器の印影その他郵便に
関する料金を表す印影の偽造等の処罰に関する規定の整備のほか、所要の改正を行うため、平成１
７年１０月７日、「郵便法の一部を改正する法律案」を第１６３回国会に提出し（同年１０月２８日可決成
立）、郵政事業の適正かつ確実な実施を促した。

２０７百万円（１５件）

郵政行政局総務
課、総合企画室、
郵便企画課、国
際企画室、貯金
企画課、保険企
画課、検査監理
官

概　　　　要

郵政事業に係る制度の企画
立案の状況

郵政事業の制度等の企画立
案に必要な調査・研究

　郵政事業に係る制度の企画立案に資するため、諸外国の郵便・郵便貯金・生
命保険等に関する調査研究（８件）等を実施して、郵政事業の適正かつ確実な実
施を促した。

１７年度１５年度

２２３百万円（１７件）

施策名

施策の概要

主な指標の状況

　　総務省は、郵便局ネットワークを通じたユニバーサルサービスの提供等郵政事業の適正かつ確
実な実施を確保するため、日本郵政公社の業績評価、経営状況等の報告等、必要な措置を命ずるこ
ととしている。しかし、郵政事業に係る制度の企画立案については、当該年度の経済環境等日本郵
政公社を取り巻く環境に応じて変化するものであり、その年度において実施した郵政事業に係る制度
の企画立案の状況等を総合的に勘案して判断するものである。また、郵政事業に係る制度の企画立
案に資する調査研究を行い、調査研究の所期の成果を達成することにより、本施策の進行管理の一
助とするものである。

状況等主な指標等

　新たな万国郵便条約（平成１８年１月１日発効）の締結に伴い、郵便料金計器
の印影その他郵便に関する料金を表す印影の偽造等の処罰に関する規定の整
備のほか、所要の改正を行うため、平成１７年１０月７日、「郵便法の一部を改正
する法律案」を第１６３回国会に提出した（同年１０月２８日可決成立）。

（施策62）　郵政事業に係る制度の企画立案 担当部局名

本施策に関する
専門家の意見等

本施策に関する
主な資料

施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

予算執行を
主とするもの

本施策に関する
課題等の状況

制度の企画･
運用を主とす
るもの

　郵政事業の制度の企画立案に必要な調査研究及び日本郵政公社に対する業績評価等の実施。

　今後においても、引き続き、郵政事業の適正かつ確実な実施を確保するため、
適時適切に必要な制度改正や予算措置等を行う必要がある。
　また、平成１９年１０月の郵政民営化に向け、新会社への円滑な移行を確保する
必要がある。

概　　　　要

業績評
価結果
の日本
郵政公
社への
通知等

　郵政行政審議会において、日本郵政公社内部で年度経営計画の進捗状況等について評価させ、
その状況を踏まえ業績評価を実施する旨の指摘を受け、平成１６年度業績評価を行った。

ア　平成１６年度に係る日本郵政公社の業績評価（報道資料（平成17年8月3日））
 　　http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/050803_1.html
イ　日本郵政公社の平成１６年度の財務諸表の承認に係る郵政行政審議会からの答申（報道資料
（平成17年8月3日））
　　 http://www.soumu.go.jp/s-news/2005/050803_3.html

制 事予


